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(57)【要約】
【課題】
　簡易な構成かつ容易に設置が可能で、新設のみならず
既設建造物にも配備可能な、地震などの長周期震動によ
って発生する建造物の振動を如何なる方向でも自動的に
緩和する制振装置を提供する。
【解決手段】
　建造物Ｂに設置され、内部に貯蔵した流体（液体Ｗ）
の移動により前記建造物Ｂの振動を緩和する制振装置１
であって、全体として円盤状を呈し、外周縁に形成され
た環状で内側方向に開口した縦断面略円形の膨出部２と
、前記膨出部２の内側に液密に連接して形成された上板
３１と下板３２を有する平面円形の平坦部３とからなり
、前記平坦部３の高さＨ１は前記膨出部２の高さＨ２の
高さよりも低く形成され、前記貯蔵された流体（液体Ｗ
）が前記膨出部２および前記平坦部３の内部を流動可能
なタンクとした。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　建造物に設置され、内部に貯蔵した流体の移動により前記建造物の振動を緩和する制振
装置であって、
　全体として円盤状を呈し、外周縁に形成された環状の膨出部と前記膨出部の内側に液密
に連接して形成された平面円形の平坦部とからなり、
　前記膨出部は内側方向に開口する縦断面略円形であるとともに前記平坦部は前記膨出部
の前記開口の上側開口周縁と板周縁を液密に連接した平面円形の上板と前記膨出部の前記
開口の下側開口周縁と板周縁を液密に連接した平面円形の下板とからなり、前記平坦部の
高さは前記膨出部の高さよりも低く形成され、前記貯蔵された流体が前記膨出部および前
記平坦部の内部を流動可能なタンクとしたことを特徴とする建造物の制振装置。
【請求項２】
　前記平坦部を形成する前記下板が板周縁から中央に向かって上方もしくは下方に傾斜し
、前記下板が凸形状もしくは凹形状となっていることを特徴とする請求項１記載の建造物
の制振装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、地震などの長周期震動によって発生する建造物の振動を緩和するため、液体
を内部に貯蔵したタンクを用いる方法で、新設は勿論のこと既設建造物にも配備できる建
造物の制振装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、地震対策として耐震、制振、免震の３つの対策が良く知られているが、地震
などの長周期震動による建造物の振動が地域地盤の条件によって想像以上に達する恐れが
あり懸念されている近年においては、限られた用地を最有効に活用するため高層、超高層
の建造物が常識となり、より高層化が進む現在、芯柱制振をはじめ揺れを直接伝えまいと
する技術も一層進歩している。
【０００３】
　地震などの長周期震動により発生する振動に対してはその振動による建造物内の家具設
備および人の転倒被害を軽減するために建造物自体を分離別体構造の方法で、長周期震動
を極力伝えまいとする免震技法が多く採用されているが、長周期震動により発生する建造
物の振動を直接的に緩和する制振に関する技術は耐震、免震技術に比べ大きく遅れている
のが現実である。
【０００４】
　免震技法は建造物の下方で地盤と建造物との間を免震ゴムなどにより支承させる必要が
あるため既設の建造物に適用する場合はジャッキアップを伴う大掛かりな工事が必要であ
り実現性が低く、原則として新設の構造物を適用対象としたものである。
【０００５】
　これに対し、制振技法は既設建造物にも容易に後付けで設置することができる利点があ
り、特に、制振技法のうちタンク内に貯蔵した流体が移動することによるスロッシング現
象を利用したものは単純な構造で制振効果が期待できるのみならず、前記流体の量を加減
することで設置される建造物の周期に関する諸条件に対応させて調整することも可能であ
ることが知られている。
【０００６】
　このようなスロッシング現象を利用した制振装置として、例えば特開２００１－２２０
９２０号公報（特許文献１）に開示された発明のように複数のタンクを有する制振装置や
、例えば特開２０００－１２０７７１号公報（特許文献２）のように水平部と鉛直部を管
状体で構成したタンクを有する制振装置が知られている。
【０００７】
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　しかし、特許文献１に記載の発明は図１４に示すように複数のタンクを用いた制振装置
１Ａであって、有底箱のような振動抑制部材をタンクと別体に設ける必要があり、かつ前
記タンクと前記有底箱とが区画されている場合、個別に内部の液体量を調整する必要があ
り複雑かつ面倒であった。
【０００８】
　また、特許文献２に記載の発明は図１５（ａ）（ｂ）に示すように水平部と鉛直部を管
状体で構成したタンクを有する制振装置１Ｂであって、縦横４方向の振動に対応するため
平面略正方形に管状体を連結し、四隅に鉛直部を設けた実施例において、管路に沿った方
向の振動であれば内部の液体は支障なく管路内を流通可能であると考えられるが、平面に
おいて管路と交差する方向の振動に対しては内部の液体が円滑に管路内を流通せず、スロ
ッシング現象を利用することで建造物の振動を緩和するという効果が存分に発揮できない
恐れがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２００１－２２０９２０号公報
【特許文献２】特開２０００－１２０７７１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明は、地震などの長周期震動によって発生する建造物の振動を如何なる方向でも自
動的に緩和する仕組みで、１つのタンクのみの簡易な構成であり複雑な調整を必要とせず
容易に設置が可能で、新設のみならず既設建造物にも配備可能な建造物の制振装置を提供
することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　前記課題を解決する為になされた本発明である建造物の制振装置は、建造物に設置され
、内部に貯蔵した流体の移動により前記建造物の振動を緩和する制振装置であって、全体
として円盤状を呈し、外周縁に形成された環状の膨出部と前記膨出部の内側に液密に連接
して形成された平面円形の平坦部とからなり、前記膨出部は内側方向に開口する縦断面略
円形であるとともに前記平坦部は前記膨出部の前記開口の上側開口周縁と板周縁を液密に
連接した平面円形の上板と前記膨出部の前記開口の下側開口周縁と板周縁を液密に連接し
た平面円形の下板とからなり、前記平坦部の高さは前記膨出部の高さよりも低く形成され
、前記貯蔵された流体が前記膨出部および前記平坦部の内部を流動可能なタンクとしたこ
とを特徴とする。
【００１２】
　また、本発明において、前記平坦部の前記下板が板周縁から中央に向かって上方もしく
は下方に傾斜し、前記下板が凸形状もしくは凹形状となっている場合、前記下板が水平な
場合に対し前記貯蔵された流体の動きは異なることから、建造物の形状、規模、用途、構
造に応じて所望の制振効果を得られるように下板を水平、中央凸形状、中央凹形状に適宜
設定をして配備が可能である。
【００１３】
　本発明において用いる流体は、安全かつ一定以上の質量を有し粘性の小さい液体が特に
好ましく、円盤状の制振装置内に流体が一定量満たされてさえいれば建造物の振動を緩和
できる仕組みである。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、流体を貯蔵したタンクである制振装置を全体として円盤状とし、その
外周縁に形成された縦断面略円形で環状の膨出部とその内側に形成された平面円形の平坦
部とから構成したことで、前記流体を平坦部を通過する移動、環状の膨出部に沿って回り
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込む移動、膨出部の円弧状の内周壁に沿って折り返す移動いずれも滑らかに流動させて地
震などの長周期震動により発生する建造物の振動が如何なる方向であっても緩和すること
ができるうえ、新設または既設の建造物に装置の方向を問わずに容易に最適な配備が可能
であり、内部に貯蔵した流体が水である場合は建造物内の貯水槽としても活用できる画期
的な発明である。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の好ましい実施の形態を示す縦断面図。
【図２】図１で示した実施の形態の平面図。
【図３】本発明において下板の中央部が上方に凸となるように傾斜させた中央凸形状の実
施の形態を示す縦断面図。
【図４】本発明において下板の中央部が下方に凸となるように傾斜させた中央凹形状の実
施の形態を示す縦断面図。
【図５】本発明において下板が膨出部の底面より高い形状の実施の形態を示す縦断面図。
【図６】図１で示した実施の形態における建造物Ｂが一方向に揺れ始めた時の制振装置と
中の液体の位置関係を示す断面概略図。
【図７】図１で示した実施の形態における建造物Ｂが一端の揺れ折り返し点に達した時の
制振装置と中の液体の位置関係を示す断面概略図。
【図８】図１で示した実施の形態における建造物Ｂが反対方向へ揺れ戻り垂直位置に差し
掛かった時の制振装置と中の液体移動状態位置関係の断面概略図。
【図９】図６の平面図。
【図１０】図７の平面図。
【図１１】図８の平面図。
【図１２】図１で示した実施の形態の制振装置を、（ａ）中層建造物に配備した状態、（
ｂ）高層建造物に配備した状態、（ｃ）超高層建造物に配備した状態、および（ｄ）戸建
て住宅に配備した状態を示す側面図。
【図１３】本発明の異なる実施形態を示す縦断面図。
【図１４】従来例を示す斜視概略図。
【図１５】異なる従来例を示す（ａ）平面図、および（ｂ）縦断面図。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下に、本発明の好ましい実施の形態について図面を参照して詳細に説明する。
【００１７】
　図１および図２は、本発明の好ましい実施の形態を示すもので、本発明はタンクおよび
その中に貯蔵した流体により、設置した建造物の地震などの長周期震動により発生する振
動を緩和する仕組みである。
【００１８】
　本発明において用いられる流体は、安全かつ一定以上の質量を有し粘性の小さい液体Ｗ
が特に好ましく、例えば水は入手が容易かつ前述の特性を備えているため好適である。
【００１９】
　内部に一定量の液体Ｗを貯蔵した円盤状のタンクである制振装置１は建造物Ｂの上層階
における中央、即ち建造物の振動の際の中心にその中央を一致させるように水平に設置さ
れ、制振装置１の外周縁に形成されて内側方向に開口する縦断面略円形であって上側開口
周縁２１と下側開口周縁２２を有する環状の膨出部２と、膨出部２の内側に形成され膨出
部２の上側開口周縁２１と板周縁３１１とを液密に連接した平面円形の上板３１および前
記膨出部の下側開口周縁２２と板周縁３２１とを液密に連接した平面円形の下板３２を有
する平面円形の平坦部３とからなる。
【００２０】
　平坦部３はその高さ（上板３１と下板３２の間隔）Ｈ１が膨出部の高さＨ２よりも低く
形成されているとともに、制振装置１の内部に貯蔵された液体Ｗの液位Ｌが平坦部３の上
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板３１から下板３２の間の所定の高さ位置になるように液量が調整されている。
【００２１】
　また、平坦部３の上板３１の中央部およびその周囲には開閉自在の点検口Ｃが設けられ
ており、点検口Ｃを開口した場合は点検員が制振装置１内部に侵入して点検することや、
上方から測定器具等を用いて制振装置１内部の液体Ｗの状態を確認することができる。
【００２２】
　制振装置１の膨出部２の上部には制振装置１内部の空気層Ａと大気とを連通させる通気
口２３が複数配置されている。
【００２３】
　制振装置１はその外面全周を弾力性のある補強保護材４で覆われるとともに追加補強材
５、支柱６および梁７で支持されており、地震などの長周期振動によって破損しないよう
に保護され、殊に弾力性のある補強保護材４で外面全周を被っていることで例え制振装置
１に亀裂等の破損が生じたとしても内部に貯蔵した液体Ｗが漏れ出すことがないため極め
て重要な部材である。
【００２４】
　また、補強保護材４または追加補強材５が建造物Ｂへ固定されている場合は制振装置１
のズレを防止でき、更に、補強保護材４が断熱性を有する素材である場合は寒冷地で本発
明を実施する際に中の液体Ｗの凍結を防止することも可能であり特に望ましい。
【００２５】
　図３乃至図５はそれぞれ本発明の異なる実施の形態を示す図であり、図１に示した実施
の形態である制振装置１の下板３２が水平な場合に対し、図３に示した実施の形態である
制振装置１の下板３２の中央部３３が上方に凸となるように傾斜させた中央凸形状の場合
および図４に示した実施の形態である制振装置１の下板３２の中央部３３が下方に凸とな
るように傾斜させた中央凹形状の場合は制振装置１内の液体Ｗの動きがそれぞれ異なるた
め、使用する液体Ｗの粘度、配備する建造物Ｂの構造内容、設置場所に応じて適宜設定が
可能である。
【００２６】
　また、図５に示す実施の形態は底面２４の高さ位置から所定の距離を開けて下板３３を
設けたものであり平坦部３と膨出部２は一定の落差が生じるため、図１に示した実施形態
とは液体Ｗの動きが異なる。
【００２７】
　このように、平坦部３の下板３２を板周縁３２１から中央に向けて下方または上方に傾
斜させ、あるいは平坦部３の下板３２を膨出部２の底面２４から高さを付けることで、制
振装置１内の液体Ｗの動きを調整することが可能である。
【００２８】
　例えば図１に示した実施の形態のように前記下板３２が水平な場合よりも、図４に示す
中央凹形状の実施の形態は中の液体Ｗの移動が遅くなることなどを利用し、建造物Ｂの形
状、規模、用途、構造に応じて下板３２の形状を適宜設定して所望の制振効果を発揮させ
る。
【００２９】
　以下、図６乃至図１１を参照して本発明の好ましい実施の形態における制振装置１の動
作概略を説明する。
【００３０】
　図６、図９で示すように地震などの長周期震動により建造物Ｂが振動を発生して揺れ方
向Ｒへ揺れ始めた瞬間、制振装置１内の液体Ｗは留まろうとする反作用移動方向Ｍに働き
揺れ方向Ｒと反対方向へ移動を始める。
【００３１】
　図７、図１０で示すように建造物Ｂの振動が一方向折り返し点Ｄに達した時、制振装置
１内の液体Ｗは反対側の折り返し点Ｅ方向に集まり振動に対して反作用が働き振動を妨げ
緩和する。
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【００３２】
　制振装置１の膨出部２は縦断面略円形の環状であることから、液体Ｗは反作用移動方向
Ｍに沿って直進移動するのみでなく、膨出部２の内周壁２５に沿って回り込むようにも折
り返し点Ｅ方向へ移動する。
【００３３】
　このとき、液体Ｗは建物の振動に伴って反転して反作用移動方向Ｍへと移動するが、従
来の制振装置（例えば、図１４に示した制振装置１Ａ）のように内周壁が液面に対して垂
直な直線状であって、設置した建造物の振動により流動する液体が対面の内周壁に衝突を
繰り返す制振装置と比較し、内周壁２５の円弧状の傾斜に沿って折り返す方向に滑らかに
進むため滑らかな反転移動が可能であるとともに、その進む距離が長いため更に内周壁２
５ないし制振装置１へとエネルギーを伝え、建造物Ｂの振動を緩和することが可能である
。
【００３４】
　図８、図１１で示すように建造物Ｂの振動が一方から折り返し反対方向へ戻ろうと中央
垂直位置を通過する時、揺れ方向Ｒに対し制振装置１内の液体Ｗは反作用移動方向Ｍに移
動を始め揺れ方向Ｒに対する反作用が働き始め建造物Ｂの振動を緩和し、順次加えられる
揺れに応じて自動的に反復する仕組みである。
【００３５】
　このように本発明は液体Ｗを平坦部３を通過する揺れ方向Ｒまたは反作用移動方向Ｍに
沿う移動、環状の膨出部２の内周壁２５に沿って回り込む移動、膨出部２の内周壁２５の
円弧状の傾斜に沿って折り返す移動いずれも滑らかに流動させて、地震などの長周期振動
に自動的に対応し建造物Ｂの振動を緩和するものである。
【００３６】
　本発明は、一方向に液体Ｗが移動して戻ろうとするまでの時間差が生じる構造により、
建造物の振動に対し中の液体Ｗが常に反作用し、一瞬ずれが生じても次の揺れ方向で反作
用に戻る仕組みである。
【００３７】
　本発明において用いる流体は、安全かつ一定以上の質量を有し粘性の小さい液体が好ま
しく、特に真水であると多方面で循環利用も可能であるが、比重のより重い前記の要素を
有する流体を使用する場合は一層の効果が見込める。
【００３８】
　更に本発明は、図１２で示すように建造物の規模、形状、用途、構造に応じて例えば建
造物の上層階における中央および中央から対称に複数設置でき、かつ制振装置は全体とし
て円盤状を呈するため設置方向を問わないので容易かつ最適に設置でき、制振装置を設置
した建造物が地震などの長周期振動により発生した振動が如何なる方向であってもその揺
れ方向に対応して自動的に緩和でき、新設建造物は勿論のこと既設建造物にも本発明を設
置可能なスペースさえあれば配備が可能である。
【００３９】
　図１３は本発明の異なる実施の形態を示す図であり、本実施の形態は制振装置１の上部
に取水口８を備えるとともに制振装置１の下部に送水口９を備えた点が前記好ましい実施
の形態との相違点である。
【００４０】
　本実施の形態によれば、例えば上水道を取水口８に接続するとともに建造物Ｂ内で使用
される水の配管を送水口９に接続することで制振装置１内の液体Ｗとして使用される水の
量を加減できるのみならず、常時建造物Ｂ内で用いられる水の貯水槽として使用すること
により別途貯水槽を設置するスペースが不要で、非常時にも飲用水が確保できる。
【００４１】
　更に、取水口８に調整弁１０を接続することで制振装置１内の液体Ｗとして使用される
水は一定の水位を保つことができるため、制振装置１としての機能に影響がないことは言
うまでもない。
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【００４２】
　なお、各配管については地震などの長周期震動の発生時であっても断裂破損のないよう
に伸縮性のある管（図示せず）を介在させることが望ましい。
【００４３】
　以上のように、本発明は制振装置を全体として円盤状としたことで、建造物の規模、形
状、用途、構造に応じて、容易かつ最適に設置できる構造であり、制振装置内に貯蔵した
流体の移動によって、地震などの長周期震動により発生する建造物の振動が如何なる方向
であっても自動的に緩和することができるうえ、建造物内で使用する水の貯水槽としても
活用が可能であり、平常時のみならず地震災害時にあっては二重の効果を発揮するこれま
でにない画期的な発明である。
【符号の説明】
【００４４】
　１　制振装置、２　膨出部、３　平坦部、４　補強保護材、５　追加補強材、６　支柱
、７　梁、８　取水口、９　送水口、２１　上側開口周縁、２２　下側開口周縁、２３　
通気口、２４　底面、２５　内周壁、３１　上板、３１１　板周縁、３２　下板、３２１
　板周縁、３３　中央部、Ａ　空気層、Ｂ　建造物、Ｃ　点検口、Ｄ　折り返し点、Ｅ　
折り返し点、Ｈ１　平坦部の高さ、Ｈ２　膨出部の高さ、Ｌ　液位、Ｍ　反作用移動方向
、Ｒ　揺れ方向、Ｗ　液体

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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